
 SECURITY ACTION 自己宣言数が30万件を突破！ 
 

2017年4月の制度開始から6年半、2023年10月にSECURITY ACTIONの自己宣言数（一つ星、二つ星の
いずれかまたはその両方の自己宣言の件数）が30万件を突破しました！ 

 
SECURITY ACTIONは、本制度で定める情報セキュリティ対策の実践を自己宣言する制度です。宣言し

た対策を推進することで、自社の従業員に対する情報セキュリティの意識を高めると共に、対外的な信頼
の向上につなげることができます。まだ自己宣言がお済みでない事業者の皆さまは、ぜひご検討ください。 

https://www.ipa.go.jp/security/security-action/ 
 
経済産業省から示されたIPAの2028年度までの第５期中期目標では、地域での更なる情報セキュリティ

の意識向上としてSECURITY ACTIONの普及拡大が求められていることもあり、今後も引き続き地域の自
治体・関係機関・団体等との連携強化を図りつつ、セミナー等による普及活動を推進します。 

 
また、本制度は中小企業が講じるべき情報セキュリティ対策の第一歩として、多くの業種で活用が進ん

でいます。自己宣言を行うことで、IT導入補助金をはじめ、各自治体のデジタル化・IT化を支援する各種
補助金の申請要件としての活用も進められています。 

 
【SECURITY ACTION自己宣言を申請要件等に採用している補助金・助成金の一覧】 

https://www.ipa.go.jp/security/security-action/requirement/requirement.html 
 
SECURITY ACTIONの他、IPAが実施する中小企業向けの情報セキュリティ対策を以下に掲載していま

す。情報セキュリティの組織内研修等に使える映像コンテンツや冊子なども公開しています。ぜひご活用
ください。 

https://www.ipa.go.jp/security/sme/list.html 

 
 
 

 沿 革  

2017年2月 共同宣言およびSECURITY ACTION制度創設の発表 

中小企業に関係の深い商工団体・士業団体の全国組織、IT関連団体および関連する施策の実施機関で
ある独立行政法人が、経済産業省、中小企業庁の協力の下、中小企業の自発的な情報セキュリティ対
策への取り組みを促す活動を推進することを目的に、共同宣言を発表。 
その活動の核となる取り組みとして、SECURITY ACTION制度の創設を発表。 

2017年4月 制度開始 

2018年4月 Webによる申請受付を開始 

補助金申請要件化の第一弾としてIT導入補助金で申請要件化 

2020年7月 SECURITY ACTION自己宣言数が10万件を突破 

2022年6月 SECURITY ACTION自己宣言数が20万件を突破 

2023年10月 SECURITY ACTION自己宣言数が30万件を突破 
  

https://www.ipa.go.jp/security/security-action/
https://www.ipa.go.jp/security/security-action/requirement/requirement.html


自己宣言の業種別、都道府県別の状況は以下のとおりです。 
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